
図1　下水からウイルスのRNAを抽出し、感染状況の把握やリスク評価を目指す。

図2　下水をろ過濃縮し、含まれるウイルス
RNAを検出する。サンプル採取の際は学生
と車で移動していたが、現在は密を避ける
ために原本さん１人のことが多い。

SATREPSのつな
がりで研究室に
はネパール人研
究者も多く、国際
動向の把握など
でも力を発揮し
ている。 

国際緊急共同研究・調査支援プログラム（J-RAPID）
下水疫学調査による新型コロナウイルスの感染流行状況のリアルタイム監視

　下水中に存在する新型コロナウイルス
（SARS-CoV-2）から感染者の存在を
探ろうと新たな研究を開始したのが、
原本英司さんだ。2月下旬、中国の研究
チームが感染者の便からウイルスを
検出したという報告がきっかけだった。
　学生時代からノロウイルスなどの
下水疫学調査に取り組んできた原本
さんは、下水中のSARS-CoV-2を検出
し感染状況の把握や感染拡大の防止
に生かすことを目指す（図１）。「症状が
出ない不顕性感染であっても糞便に
はウイルスが含まれますから、下水の
調査で拾い出せます。下水を『患者』と
捉えて検査することで、医療現場に負
担をかけずに地域の感染状況をいち
早く把握できるのです」。
　3月から山梨県内の下水処理場と河川
で予備調査を開始し、4月にはウイルス
RNAの検出に成功した（図2）。しかし、
原本さんは「まずはノロウイルスと同じ
方法を試したのですが、SARS-CoV-2
では感度が低く、辛うじて少し検出さ
れただけでした」と冷静だ。ウイルス
構造の違いにも考慮しながら、濃縮法
や検出法の改良を進めている。
　J-RAPIDで米国ノートルダム大学
のカイル・ビビー准教授とタッグを組
んだ。ビビー准教授を筆頭に世界各国
の研究者50人以上が参加する国際
ネットワークの中心メンバーとして
も活動し、下水疫学調査に取り組む。
　「下水からの検出については海外から
も多く報告されていますが、手法がそれ
ぞれ異なり、結果の単純比較はできま
せん。世界共通で使える効率良い検出
法が必要です」と原本さん。標準法の
開発、それを適用したデータ収集や有
効性の評価を行う上で、世界に広がる
ネットワークは非常に心強い。「昨年
度まで、本学の風間ふたば教授が研究

代表者を務める地球規模課題対応国際
科学技術協力プログラム（SATREPS）
環境ネパールプロジェクトを実施し
ていました。ここで生み出された技術
や培われた人脈が、今回の研究活動に
も生かされています」。
　最終的な目標は、下水中のウイルス

濃度と人口や処理水量を組み合わせて
その地域の感染者数を推測し、モニタ
リングすることだ。病院や学校、空港
など小さな規模で調査するというアイ
デアもある。「定期的に排水を調べ、感染
者の有無や増減を把握するのです。本学
附属病院では全入院患者にPCR検査
を実施しましたが、下水を使えば負担
を大幅に軽減できるでしょう」。
　現在はウイルスの回収率、汎用性、
操作の簡便性などを考慮し、サンプル
採取法、濃縮法などを検討中だ。「各国
の下水処理設備や検査実施体制に
よって導入しやすさは違うので、複数
の選択肢を世界に向けて提案し、標準
法として確立させたい」と意気込む。
今後の成果に期待がかかる。
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新型コロナウイルス感染症（COVID -19）関連
国際緊急共同研究・調査支援プログラム（J-RAPID）

　新型コロナウイルス感染症（COVID-19）
の拡大は世界共通の脅威となり、人々の
健康のみならず社会や経済にも重大な
影響を及ぼしている。この状況を打破す
るために科学技術が果たすべき役割は極
めて大きく、国際的な英知を結集して対
策に取り組むことが必要だ。各国のファ
ンディング機関が協力して研究支援に当
たることが求められる中、JSTは4月上
旬に国際緊急共同研究・調査支援プロ
グラム（J-RAPID）の発動を決定した。
　J-RAPIDは自然災害、人的災害など

随時審査し、迅速に支援を開始する。
　今回の研究提案の公募は米国国立科
学財団（NSF）、英国研究・イノベーショ
ン機構（UKRI）、フランス国立研究機構
（ANR）などと協力して、4月下旬から5
月下旬にかけて実施した。計23件の応
募の中から11件の課題が採択され、医
学や工学、疫学の他、海洋学や社会科学、
経済学を専門とする研究チームも含む
多彩な顔触れとなった。9月号特集では
このうちの4件について、研究・調査の
内容や研究者の思いを紹介する。

不測の事象が発生した際、本格的な体制
が整う前に必要な研究・調査を支援する
目的で、2011年の東日本大震災をきっ
かけに創設された。日本側の研究者は
JSTが、相手国側の研究者は各国のファ
ンディング機関が支援する国際連携プロ
グラムだ。日本だけでなくタイ、フィリピ
ン、ネパール、インドネシアが災害に見舞
われた際にも発動され、被害の調査や復
興に向けた道筋づくりに貢献してきた。
最大1年間で急を要する初動の研究・
調査を進めるため、応募を受け付けると
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※J-RAPID の仕組みや活動については、過去の JSTnews でも紹介しています。
2012 年 3 月：https://www.jst.go.jp/pr/jst-news/backnumber/2011/201203/index.html
2014 年11月：https://www.jst.go.jp/pr/jst-news/backnumber/2014/201411/index.html
2016 年 8 月：https://www.jst.go.jp/pr/jst-news/backnumber/2016/201608/index.html 2012 年 3 月 2014 年 11 月 2016 年 8月
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